
（単位　円）

科　　　目
固定資産 44,773,610,896 44,691,756,221 81,854,675

有形固定資産 23,019,468,183 21,668,085,635 1,351,382,548
土地 9,580,910,840 9,580,910,840 0
建物 10,231,410,972 7,227,439,093 3,003,971,879
構築物 299,984,065 186,568,092 113,415,973
教育研究用機器備品 654,201,039 445,916,931 208,284,108
管理用機器備品 28,672,269 25,642,201 3,030,068
図書 2,224,288,995 2,207,462,049 16,826,946
車両 3 3 0
建設仮勘定 0 1,994,146,426 1,994,146,426△  

特定資産 21,573,932,131 22,815,943,004 1,242,010,873△  
退職給与引当特定資産 2,723,307,644 2,723,307,644 0
施設設備整備引当特定資産 4,045,680,378 5,584,961,938 1,539,281,560△  
減価償却引当特定資産 14,804,944,109 14,507,673,422 297,270,687

その他の固定資産 180,210,582 207,727,582 27,517,000△     
電話加入権 4,849,582 4,849,582 0
敷金 34,000,000 34,000,000 0
奨学貸付金 141,361,000 168,878,000 27,517,000△     

流動資産 10,981,149,701 11,345,101,249 363,951,548△    
現金預金 10,822,227,208 11,054,779,874 232,552,666△    
研修旅行費預り金資金 46,818,000 55,248,000 8,430,000△      
未収入金 86,314,232 224,983,423 138,669,191△    
前払金 25,057,199 9,759,992 15,297,207
立替金 733,062 329,960 403,102

資産の部合計 55,754,760,597 56,036,857,470 282,096,873△    

貸借対照表
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資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



（単位　円）

科　　　目
固定負債 2,007,907,562 1,967,543,952 40,363,610

退職給与引当金 2,007,907,562 1,967,543,952 40,363,610
流動負債 1,163,850,700 1,144,577,929 19,272,771

未払金 103,757,047 132,461,459 28,704,412△     
前受金 912,460,000 837,490,000 74,970,000
預り金 100,815,653 119,378,470 18,562,817△     
短期研修旅行費預り金 46,818,000 55,248,000 8,430,000△      

負債の部合計 3,171,758,262 3,112,121,881 59,636,381

科　　　目
基本金 38,287,822,574 36,630,765,359 1,657,057,215

第１号基本金 37,821,822,574 36,164,765,359 1,657,057,215
第４号基本金 466,000,000 466,000,000 0

繰越収支差額 14,295,179,761 16,293,970,230 1,998,790,469△  
翌年度繰越収支差額 14,295,179,761 16,293,970,230 1,998,790,469△  

純資産の部合計 52,583,002,335 52,924,735,589 341,733,254△    
負債及び純資産の部合計 55,754,760,597 56,036,857,470 282,096,873△    

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減



        (注記)

           １．重要な会計方針

           　（１）引当金の計上基準

           　　　　 徴収不能引当金

           　　　　　　 未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

           　　　　 退職給与引当金

           　　　　　　 退職金の支給に備えるため、大学の教職員及び役員については、期末要支給額2,202,782,775

                        円を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額

           　　　　　　 を加減した金額の100％を計上している。

                        高等学校の教員及び職員については、期末要支給額545,427,383円から大阪府私立学校退職金

                        財団からの交付金相当額を控除した額の100％を計上している。

           

           　（２）その他の重要な会計方針

           　　　　 有価証券の評価基準及び評価方法

           　　　　　　 該当なし

           　　　　 たな卸資産の評価基準及び評価方法

           　　　　　　 該当なし

           　　　　 外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

           　　　　　　 該当なし

           　　　　 預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

           　　　　　　 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

           　　　　　　 立替金に係る収入と支出は相殺して表示している。

           　　　　　　 仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

           　　　　　　 仮受金に係る収入と支出は相殺して表示している。

           　       食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

           　　 　　　　該当なし

           

           ２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　なし

           

           

           ３．減価償却額の累計額の合計額                       　   　　　　           14,804,944,109 円

           ４．徴収不能引当金の合計額                         　　　       　                  148,308 円

           ５．担保に供されている資産の種類及び額

             　担保に供されている資産はない。

           

           ６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額          7,439,300 円

           ７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

           　　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

           

           ８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項　　　　　

           　　　該当なし

           

           


